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日本科学者会議福井支部 第51期  (日本の科学者 ふろく）      2024/8/20 

福井支部ニュース 
      2024 年度 第 4 号 

 
 日本科学者会議福井支部 

 連絡先：山本雅彦、masahiko@mbp.nifty.com 

 郵便振込口座番号 00710-9-17967 日本科学者会議福井支部 

 支部ホームページ https://jsafukui.net/ 

      科学者会議本部 http://www.jsa.gr.jp/ 
 

今号の内容  
◆報告 「改正食料・農業・農村基本法」を読む        （加藤 武市） 

◆土竜時評 大学はどうなる？ 学術会議の法人化      （土竜 百聞） 

◆あんない 8/24～25 原発問題全国シンポ 2024 敦賀（ポスター） 

 

[報告] 「改正食料・農業・農村基本法」を読む 

 日本科学者会義食糧問題研究委員会（6 月研究会）に参加して 

 2024 年 6 月 15 日に文京区シビックセンター区民会議室、上記の委員

会に出席しました。東北大学院農学研究科教授冬木勝仁氏が講師でした、

その概要は次の通りです。 

農業基本法（1961 年） 

 1961 年に、生産性や収益性の高い農業の実現により、農業従事者と他

産業従事者の生活水準の均衡を図ることを目指す農業基本法を制定し、農

業生産の選択的拡大とともに、資本と土地の零細性を特徴とする農業構造

の改善を推進。 

食料・農業・農村基本法（1999 年・現行法） 

 1999 年に食料・農業・農村基本法が制定され、多面的機能の発揮や農 

村の振興が同法に位置付けられるとともに、農山漁村及び中山間地域等の

振興に関する総合的な政策です。 

(1) 今回改正された「食料・農業・農村基本法」の見直しについて 

農林水産政策４本柱の更なる展開 

① 輸入生産資材・輸入作物への依存度を低くする 産業へ転換し、食料の

安定供給体制を確立 

② スマート技術等の活用による労働力不足の解消や生産性の向上等を通

じ、生産基盤を維持・強化 

③ 農林水産・食品産業 の１割を海外仕向けに転換し、生産基盤を維持・

強化 

④ 環境負荷の少ない調達、生産、加工・流通、消費の実現による持続可能

な食料システムの確立 

(2) 基本理念の見直しの方向 前述の課題を踏まえて、現行基本法の基本理

念について 

 第 1 に、「国民一人一人の食料安全保障の確立」です。食料安全保障

を、不測時に限らず「国民一人一人が活動的かつ健康的な活動を行うため

に十分な食料を、将来にわたり入手可能な状態」と定義し、平時から食料

安全保障の達成を図ることとしています。さらにこのためには、国内農業

生産の増大・輸入の安定確保・備蓄の 活用による食料の安定供給、食品ア

クセスの改善、海外市場も視野に入れた産業への転換、適正な価格形成に

向けた仕組みの構築を行うべきとされています。  

 第 2 に、「環境等に配慮した持続可能な農業・ 食品産業への転換」で

す。多面的機能の適切かつ十分な発揮を図るとともに、環境負荷等に配慮

した持続可能な農業・食品産業への転換を目 指すべきとされています。  

 第 3 に、「食料の安定供給を担う生産性の高い農業経営の育成・確保」

です。少数の経営体 が農地の受け皿、食料供給の大宗を担うこととなるこ

とから、これらの農業経営の経営基盤の強化、生産性の向上を図るべきと 

されています。  
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 第 4 に、「農村への移住・関係人口の増加、地域コミュニティの維持、

農業インフラの機能 確保」です。他産業との連携の強化等を通じた 関係

人口の増加による地域のコミュニティ機能 の集約的な維持、農業生産基盤 

の適切な維持管理を図るべきとされています。 

不測時の食料安全保障の強化のための新たな法的枠組みの創設 

〇 世界的な食料需給の変化と生産の不安定化により、食料供給が大幅に減

少するリスクが増大し、 

 国民生活・国民経済に深刻な影響が生じ得る。  

〇 国民生活・国民経済への影響の程度に応じ、早期から食料供給確保の措

置を実施する必要。 

 農業の生産者の向上のためのスマート農業技術の活用を促進する必要。 

 改正案では、消えた「自給率目標」、「飼料用米」、「担い手」、「集

落営農」です。代わって現れたのが｢食料供給困難事態対策法案」だ。 

 有事に備えて｢食料供給困難事態対策法案」、政府が進める「食料安全保

障」政策の一環であり、危機の兆候が出たら、対象品目や供給量の目標を

定め、生産者や流通業者に出荷・販売の調整や生産・輸入の拡大を求める

というもの。供給不足が一定水準に達した「困難事態」では、業者に計画

届け出を指示し、価格統制も行う。問題なのは、生産者や事業者に食料確

保計画を作成させ、従わない場合は 20 万円以下の罰金まで科す処罰規定

を持つ法律。生産者が望む農作物ではなく、生産者の意向を無視して本格

的な生産統制の時代に入ることを意味します。日本の農業政策は、米の生

産過剰には生産調整を強いた。その結果、全国で休耕地が増え、米不足と

なるやタイ米の輸入に走った。日本農業の基本は稲作である。本当に食料

安保が重要なら、余剰米が出たら輸出に回すべき。稲作農家にサツマイモ

などの生産を強いるという。 

冬木勝仁氏 「食料安全保障」に何が必要か 

 食料の安定供給にとって本当に必要なのは、第１に、経済格差を政府の 

責任で解消すること、第 2 に、大規模経営や法人経営など特定の「担い

手」でなく、現時点で農業生産を担って全ての農家に対する生産従属率に

よる実態により国産農産物生産を図ること。そのためには全ての農家を対

象とした価格・所得補償政策が必要である。以上により食料自給率を抜本

的に引き上げ、平時で「国民一人一人活動的かつ健康な活動を行うために

十分な食料を、将来にわたり入手可能な状態を作り上げることができれ 

ば、不測時を想定する必要がなくなるのでは。 

           （加藤 武市） 

 

 

［土竜時評］大学はどうなる？  

  「学術会議会員任命拒否」問題からみえる日本社会の劣化 

 先月７月 22 日早稲田大学で「大学フォーラム」が開催したシンポジウム

『日本学術会議の法人化は社会と学問をどう変えるのか』を、YouTube で

視聴した。3 時間に渡る５名の報告者の講演である 1)（この YouTube サ

イトに報告者の報告資料の pdf 掲載サイトが掲載されている）。 

 報告者の加藤陽子氏は事情でビデオメッセージ参加となった（この pdf

資料も 1)に掲載）。加藤氏は、菅首相（当時）が杉田和博・官房副長官の

「指示」で学術会議会員任命拒否した１人である（この「拒否」指示準備

作業は安倍内閣の 2016 年ころには始まっていた）。氏はメッセージに、

大阪大学の「理系猿」と名乗る教授が SNS で「6 人の学者について標準学

術評価ツール；スコーパスで調べてみた驚愕の事実。国際的にはとても学

者とは言えない数値。総理はこれを調べてこれらの人はじいたのでは？」

と呟き 2)、それを政権支持派のテレビやインフルエンサーが一斉に参照・

取り上げた、と記している。さらに、加藤氏が毎日新聞電子版で書いた内

容も紹介している。「今、多くのメディアは、私たち６人に「なぜ任命さ

2024年後期の会費納入をお願いします 

2024 年 後 期 の 会 費 納 入 を お 願 い し ま す 。 過 去 の 未 納 会 費 が

あ る 会 員 は 、 分 割 納 入 で も 構 い ま せ ん の で 、 至 急 納 入 を お 願

い し ま す 。  
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れなかったのか」を尋ねている。〔中略〕しかし、「なぜ任命されなかっ

たと考えているか」を被推薦者に尋ねる思考回路は本末転倒でもある。」 

 阪大教授のこの投稿は投稿後早くに削除されたが、引用がまだネットに

残っていて確認できる 2)。スコーパスは、医工を含めた理系の英文の専門

国際学術雑誌を多数出版しているエルゼビアの提供する、論文を評価する

いろいろなポイントによるランキングシステムである、欧米圏偏重と批判

されつつも広く利用されていて、古い筆者の知識で、この 20 年でも大き

く変貌しているだろうが基本は同じだと思う。SNS では多くの識者からこ

れらの点が指摘され炎上、「理系猿」氏は投稿を削除した。スコーパスの

「基本性格」を知らかなったとはいえ、氏の専門分野だからこそスコーパ

スを使っていたのだ。おそらく「理系猿」氏は、任命拒否された方たちの

専門や意見を知っていたわけではなく、思考が「政権」に近かっただけだ

ろう。菅首相は国会で杉田副官房長官（警視庁出身で安倍２次内閣から継

続留任）の「指示」した名前のリストには「知らない方もいる」などと衒

いもなく答弁したが、スコーパスに責任を被せるよりは正直か。さらに、

それを拡散するインフルエンサーも同類で、政府の「大本営」発表に乗っ

かっているだけではないかと思う。10 年ほど前、文科省が「有識者」の提

言に従って、国立大学の文系学部や学科を統合・縮小ないし廃止などと発

表した（今は宗旨替えをしたらしい）が、あの有識者達と同じであろう。 

 さらに、マスメディアに関しては問題がより大きい。加藤氏が指摘して

いるように、任命拒否された被推薦者に「なぜ任命されなかったと考えて

いるか」と問うのは政権の意向を忖度した姿勢でしかなく、「ジャーナリ

スト精神」をどっかに捨ててきた結果であろう。ジャーナリストを名乗る

ならまずは菅首相や杉田副長官に問うべきで、資料を開示させられなけれ

ば独自に取材報道すべき問題である。先日の東京都知事選では、現職の小

島都知事の出馬会見で、小池都政で参謀だった人の証言やカイロの下宿同

居者の証言まで飛び出したカイロ大学の「学位疑惑」について、フリーの

ジャーナリストが質問したら小島氏はほとんど答えず、それを遮って都庁

記者クラブの幹部記者が、小島氏が着ていた服「勝負服」に話題を変えた

ら満面の笑みで饒舌に話したとかいう。大手マスコミは「選挙買収」疑惑

の石丸氏の挙動・発言を追い、ＮＨＫは、対抗馬の蓮舫氏には「２位でも

なく３位だった」と揶揄しても、小池氏の「学位疑惑」については独自の

調査報道は全くなかった。 

 官邸の記者クラブも同様で、とりわけ「コロナ」以降はフリー記者はほ

とんど参加できず質問はあらかじめ提出、そして再質問なしになってい

る。一時期マスメディアも取り上げた「裏金」問題の独自報道は無く、

「検察」の捜査・起訴を待つ「ぶら下がり取材」、いつの間にか次期自民

党総裁の「政局」話になり、岸田総理不出馬が拍車をかけている。能登地

震の復興は政官財軍（自衛隊）や行政も、そして政府の「有識者会議」も

「関心」を失ったようで、マスメディアも、南海トラフの日向沖地震で少

し盛り上がったが「沈静化」している。TV のニュースはバラエティ化

し、「報道特集」のような番組が本当に少なくなった。この 10 年余り

「報道の自由度ランキング」は 70 位前後をうろうろする状況だ（民主党

政権の時期は順位が１桁だったが、第２次安倍政権以降急激に降下）。 

 日本の「社会」は、経済だけでなく政治も行政も「有識者」までもが、

本当に劣化してしまった気がするが、嘆いてばかりもいられない。今日よ

りも明日は、と意を新たに、次の「土竜時評」の機会をいただきたい。 

             （土龍 百聞） 

補記：土竜
も ぐ ら

は、目はよく見えないが嗅覚・聴覚は鋭いという。土竜は筆者の中学時代に

友人が付けた綽名である（理由は不明）。土竜を見習って見えない世界を渉猟し

たい。 

1) 大学フォーラムのシンポ https://www.youtube.com/watch?v=Be5kyC-ekHs 

  このサイトに各報告者の報告資料の pdf が掲載されている 

2) 次のサイトに呟きの引用がある  https://togetter.com/li/1606056 
 
================================================================ 

<<編集後記>> 

 2024 年度支部ニュース第４号をお届けします。 

 次ページに 7/24～25 に敦賀で開催の原発問題全国シンポジウムのポスタ

ーを掲載しました。Zoom でも参加できます。 

 多くの方の参加をお願いします。        （ＯＧ） 
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